
○ 地方年金記録訂正審議会規則（平成 27 年厚生労働省令第 83 号）

（所掌事務）

第一条 地方年金記録訂正審議会（以下「審議会」という。）は、厚生年金保険法（昭

和二十九年法律第百十五号）第百条の九第三項の規定により読み替えられた同法第二

十八条の四第三項及び国民年金法（昭和三十四年法律第百四十一号）第百九条の九第

三項の規定により読み替えられた同法第十四条の四第三項の規定によりその権限に

属させられた事項の処理に関する事務をつかさどる。

（組織）

第二条 審議会は、委員三十人以内で組織する。

２ 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くこ

とができる。

（委員等の任命）

第三条 委員及び臨時委員（以下「委員等」という。）は、学識経験のある者のうちか

ら、地方厚生局長が任命する。

（委員の任期等）

第四条 委員の任期は、二年とし、一年ごとに、その半数を任命する。ただし、補欠の

委員の任期は、前任者の残任期間とする。

２ 委員は、再任されることができる。

３ 臨時委員は、第二条第二項の規定による特別の事項の調査審議が終了したときは、

解任されるものとする。

４ 委員等は、非常勤とする。

５ 委員等は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も同様とする。

（会長）

第五条 審議会に、会長を置き、委員の互選により選任する。

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめその指名する委員が、

その職務を行う。

（部会）

第六条 審議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。

２ 部会に属すべき委員等は、会長が指名する。

３ 部会に、部会長を置き、当該部会に属する委員等のうちから、会長が指名する。

４ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。

５ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員等のうちから部会長があらかじ

め指名する者が、その職務を代理する。

６ 審議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすること

ができる。

（議事）

第七条 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、会

議を開き、議決することができない。

２ 審議会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したものの過半

GMOIN
総会１－１



数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

３ 前二項の規定は、部会の議事について準用する。

４ 委員等は、自己の利害に関係する議事に参与することができない。

（資料の提出等の要求）

第八条 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、地方厚生

局長又は地方厚生支局長に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を

求め、又は国民年金法第十四条の二第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）

又は厚生年金保険法第二十八条の二第一項（同条第二項及び第三項において準用する

場合を含む。）の規定により訂正の請求をした者、事業主その他の関係者の意見を聴

くことができる。

２ 前項の規定は、部会について準用する。

（庶務）

第九条 審議会の庶務は、地方厚生局年金審査課において処理する。

（雑則）

第十条 この省令に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に関し必要な事

項は、会長が審議会に諮って定める。

附 則

（施行期日）

１ この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この省令の施行に伴い新たに任命される委員のうち、地方厚生局長が任命の際に指

名する者の任期は、第四条第一項の規定にかかわらず、一年とする。
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中国四国地方年金記録訂正審議会運営規則

平成 27 年４月 13 日

中国四国地方年金記録訂正審議会会長決定

（趣旨）

第一条 中国四国地方年金記録訂正審議会（以下「審議会」という。）の運営については、

地方年金記録訂正審議会規則（平成 27 年厚生労働省令第 83 号）の定めるところによる

ほか、この規則の定めるところによる。

（招集）

第二条 審議会は、会長が招集する。

２ 会長は、審議会を招集するときは、あらかじめ、日時、場所及び審議事項を記載した

書面をもって、委員及び審議事項に関係ある臨時委員に通知しなければならない。ただ

し、緊急を要する場合は、この限りでない。

３ 委員及び審議事項に関係ある臨時委員は、事故のため出席できないときは、あらかじ

め、その旨を会長に届けなければならない。

（副会長）

第三条 審議会は、１人以内の副会長を置くことができる。

２ 副会長は会長が指名する。

（会議の議事）

第四条 会長は、議長として審議会の審議を運営する。

（部会）

第五条 審議会に、５以内の部会を置くことができる。

（諮問の付議）

第六条 会長は、国民年金法第十四条の二第一項（同条第二項において準用する場合を含

む。）又は厚生年金保険法第二十八条の二第一項（同条第二項及び第三項において準用す

る場合を含む。）の規定による請求（以下「請求事案」という。）について、中国四国厚

生局長又は四国厚生支局長の諮問を受けたときは、各部会の部会長の意見を聴いて、取

り扱う部会を定め、請求事案を当該部会に付議することができる。

２ 部会長は、当該部会に係属している請求事案について、当該部会で取り扱うことが不適

当と認める場合には、直ちに、会長にその旨を報告しなければならない。

３ 会長は、前項の規定による報告があった場合において、請求事案を取り扱う部会を変更

する必要があると認めるときは、関係する部会の部会長の意見を聴いて、当該事案を取

り扱う部会を変更することができる。

（議決）

第七条 前条の規定に基づき部会に付議された請求事案については、会長の同意を得て、
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部会の議決を審議会の議決とすることができる。

第八条 委員及び審議事項に関係ある臨時委員は、審議会の議決に際して、やむを得ない

理由により議決前に退席しようとする場合において、当該議題について賛否を明らかに

した書面を会長に提出し、会長が会議に諮ってこれを受理したときは、当該議題の議決

に加わることができる。

（委員の除斥）

第九条 地方年金記録訂正審議会規則第七条第四項に規定する自己の利害に関係する議事

とは、次の各号のいずれかに該当する場合をいう。

一 委員及び臨時委員又はその配偶者若しくは配偶者であった者が請求事案の請求者

（以下「請求者」という）であるとき

二 委員及び臨時委員が請求者の４親等内の血族、３親等内の姻族若しくは同居の親族

であるとき、又はあったとき

三 委員及び臨時委員が請求者の後見人、後見監督人、保佐人、 保佐監督人、 補助人

又は補助監督人であるとき

四 委員及び臨時委員又はその配偶者若しくは配偶者であった者が当該請求事案に係る

事業所の代表者、役員若しくは職員であるとき、又はあったとき

五 前各号に掲げるもののほか、委員及び臨時委員が、当該請求事案につき特別な利害

関係を有するとき

（会議の公開）

第十条 会議は非公開とする。ただし、会長が必要と認めるときは、公開とすることがで

きる。

（口頭意見陳述）

第十一条 審議会は、請求者から申立てがあったときは、当該請求者に口頭で意見を述べる

機会を与えるものとする。ただし、審議会が、その必要がないと認めるときは、この限り

でない。

２ 請求者は、前項の規定により意見を述べるに当たっては、審議会の許可を得て、その

者の家族その他の関係人とともに出席することができる。

３ 第一項の請求者の意見は、審議会の開催地又は開催地以外の地で聴取することができ

る。

４ 審議会は、第一項の請求者の意見聴取を行う場合には、委員及び審議事項に関係ある

臨時委員であって、会長が指名するものに行わせることができる。

５ 前項の指名を受けた委員及び審議事項に関係ある臨時委員は、第一項の請求者の口頭

意見陳述を聴取したときは、当該口頭意見陳述の要旨を記載した書面を作成し、審議会

に報告するものとする。

（説明聴取）

第十二条 審議会は、必要があると認めるときは、事業主その他関係者に対し、口頭での
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説明を求めることができる。

２ 前項の説明は、審議会の開催地又は開催地以外の地で聴取することができる。

３ 審議会は、第一項の口頭説明の聴取を行う場合には、委員及び審議事項に関係ある臨

時委員であって、会長が指名するものに行わせることができる。

４ 前項の指名を受けた委員及び審議事項に関係ある臨時委員は、第一項の口頭説明の聴

取を行ったときは、当該口頭説明の要旨を記載した書面を作成し、審議会に報告するも

のとする。

（議事要旨等）

第十三条 審議会における議事は、次に掲げる事項を議事要旨に記載するものとする。

一 会議の日時及び場所

二 出席した委員及び審議事項に関係ある臨時委員の氏名

三 議事となった事項

２ 議事要旨は公開するものとする。

３ 審議会の議事の経過は、議事録を作成するものとする。

４ 議事録には、会長及び会長の指名する委員２名が署名するものとする。

（答申）

第十四条 審議会の答申は、書面をもって行うものとする。

２ 前項の書面には、次に掲げる事項を記載するものとする。

一 結論

二 請求の要旨等

三 判断の理由

３ 審議会の答申は、公開するものとする。

（諮問の取下げ）

第十五条 審議会は、中国四国厚生局長又は四国厚生支局長から諮問の取下げがあったと

きは、答申をすることを要しないものとする。

（部会への適用）

第十六条 部会の運営について、第二条、第四条、第八条及び第十条から第十三条（第四

項を除く。）までの規定中「審議会」とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」

と、「委員及び審議事項に関係ある臨時委員」とあるのは「部会に属すべき委員及び臨時

委員」と読み替えて適用するものとする。

（雑則）

第十七条 この規則に定めるもののほか、審議会の事務手続に関し必要な事項は、会長が

定める。

附 則

この運営規則は、平成 27 年４月 13 日から施行する。


